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令和９年報酬改定に伴う共同生活援助の管理者の資格要件（案）について（通知）

[bookmark: OLE_LINK2]　平素より、本市の障害者福祉の推進に御理解と御協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、今般、障害福祉サービスの質の確保が求められており、国においても、令和９年度の報酬改定に向けて議論されているところですが、この度、厚生労働省の社会保障審議会障害者部会（第１５６回）の資料で、令和９年４月以降は、共同生活援助の管理者の資格要件が必要となる案が、下記のとおり示されました。
　詳細については、今後、国から通知がある予定ですが、管理者の資格要件として、①共同生活援助管理者研修（仮称）の受講及び②直接支援業務等の実務経験が３年以上かつ５４０日以上（１年間で１８０日以上）必要となり、令和９年４月以降に新規指定を受ける事業所及び令和９年４月以降に新たに管理者として配置する場合には、このうち②の実務経験が先行して必要となるとされています。
令和９年４月以降に共同生活援助事業所の新規指定を希望される場合や令和９年４月以降に新たに管理者を配置する場合は、今回示された要件（案）を踏まえた管理者の配置を検討していただきますようよろしくお願いいたします。
※既存の事業所で令和９年３月までに勤務している管理者や、令和９年度から令和１１年度までに配置される管理者は、令和１１年度までに①の共同生活援助管理者研修（仮称）を受講する必要があります。

記

　令和９年４月以降の共同生活援助の管理者の資格要件（案）について（国資料抜粋）
　１　概要
指定障害福祉サービス事業所、指定相談支援事業所、指定障害者支援施設等の従業者※１（以下、「従業者」という）として、３年以上障害者の支援等に従事した経験を有する者であって、共同生活援助管理者研修（仮称）を修了している者※２
※１管理者等のうち、実際に障害者に対する支援業務に従事していない者は含まないものとする。
※２共同生活援助管理者研修（仮称）は「３年以上の障害者の支援等に従事した経験を有する者」が受講可能

２　令和９年４月から必要となる実務経験
　　３年以上かつ５４０日以上（１年間で１８０日以上）の直接支援業務等の実務経験
※既存の事業所で令和９年３月までに勤務している管理者（資格要件の施行時点において、現に管理者として勤務している者に限る。）は実務経験は不要
　　　
３　共同生活援助管理者研修（仮称）の受講
　　　従業者として、３年以上障害者の支援等に従事した経験を有する者に対して、グループホームの管理者として適切な事業運営を行うために必要な知識及び技術の習得を目的として、講義及び演習を実施
　　※令和９年度から令和１１年度までは経過措置期間があり、期間内に受講することで要件を満たす。

（参考）社会保障審議会障害者部会（第１５６回）の資料３「障害福祉サービスの質の確保について」
　　　　https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_73370.html
